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本論文の貢献は 3 つある。第 1 に，各国およ
び南アフリカに関する既存研究［南アフリカは







































引されてきた。1970 ～ 1981 年に発表された論
文を展望した Brown et al.［1982］が最低賃金
率の雇用弾力性がティーンエージャーについて
− .1 から− .3 と示したのを皮切りに，米国家
計調査個票から負の弾力性を推計する研究が相
次いだ［Neumark and Wascher 1992; 1994; Currie 
and Fallick 1996; Neumark 2001; Williams and 
Mills 2001; Neumark et al. 2004］。 詳しくは
Neumark and Wascher［2007］を参照のこと。

















店データを用いた Card and Krueger［1994］
である。先行研究［Card 1992a; 1992b; Katz and 
Krueger 1992］を拡充した小売店データで正の
弾力性を計測し，負の効果を否定している。隣
接する郡を比較した研究［Dube et al. 2010］，地
域を変えてデータを拡充した研究［Dube et al. 
2007］， 地 域 間 の 多 様 性 に 配 慮 し た 研 究
［Allegretto et al. 2011］などでも，負の効果が
否定された。
競争環境，失業率，調整期間など，雇用量変

























ている［Addison et al. 2013］。
途上国データによる研究も結果が分かれてい
る。ブラジルの研究では雇用に与える影響は有
意ではない［Neumark et al. 2006; Lemos 2009］
が，南アフリカでは実質賃金が上昇し［Bhorat 
et al. 2013; 2014］負の雇用への影響が認められ
ている［Conradie 2005; Murray and van Walbeek 






























































は ϕ ⩾ ρを仮定する。規模の経済逓減の仮定の
下，雇用者が利潤最大化問題を解いて求める雇








































et al. 2008］。農業部門労働者について，図 C1































から 2013 年 R2274.82，51.26 パーセント），2018















2003 年から 2007 年まで農業（注9）は A 地区（Area 









れた。導入当初，A 地区では時給 4.10 ランド，
月給 800 ランド，B 地区では時給 3.33 ランド，
月給 650 ランドであった。最低賃金率は 2 ～ 3
年に一度改訂されるが，その間はインフレー
ションを考慮して一年ごとに増加するように設





とが決まった 2006 年以降は B 地区の名目賃金
の上昇率は高まり，実質賃金も高まって 2007











過去 3 年間に 1 件 利子を含む未払い分の 50%
過去 1 年間に 1 件，過去 3 年間に 2 件 利子を含む未払い分の 75%
過去 3 年間に 3 件 利子を含む未払い分の 100%
過去 3 年間に 4 件以上 利子を含む未払い分の 200%
（出所）Basic Conditions for Employment Act, 1997, Table 2.
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南アフリカにおける最低賃金規制と農業生産
る。労働力調査を用いた Garber et al.［2015, 
Table A.1］の計算によると，2003 年から 2007
年まで名目平均賃金率は A 地区では 24.55（実









区の農家らは A 地区の最低賃金を廃止して B
地区の最低賃金に統一するよう公聴会で主張し












2007 年に実施された商業農業調査（2006 年 3 月






（出所）Government Gazzette 24114, 28518 より作成。






























法（表 1，Basic Conditions for Employment Act, 
Table 2）によると，違反常習者（過去 3 年に 4
件以上）は最終的に 3 倍もの支払い義務が発生
するが，違反を指摘されてから訴追されるまで
合計 3 回の書状警告と合計 63 日間の猶予があ
ることに加え，初回違反者は賃金の 25 パーセ
ントの罰金であり，かつ，摘発確率が低いため























る［Güth et al. 1982; Camerer and Thaler 1995; 
































［Bhorat et al. 2014］（注11）。独自のサンプル調査を
用いてブドウやサトウキビに対象農家を絞った
研究でも，雇用に負の影響を見出している







































yilt は地域 i の t 期の農作物 l からの農業粗収
益の実質値（1993 年価格），DBi は地域 i が B 地
区に含まれると 1，そうではない場合は 0 の値
を と る 二 項 変 数，D93，D02，D07 は そ れ ぞ れ
1993 年，2002 年，2007 年に 1 の値をとり，そ
れ以外の年は 0 の値をとる 2 項変数，xit は天
候やマクロ経済変数など，農業粗収入に影響す
るその他変数のベクター，ci は地域 i の固定効




き上げ幅が大きかったのは 2002 ～ 2007 年の B
地区なので，DBiD07 が 1 となって d3B がその効
果を示すことになる。もしも負の影響があれば
d3B < 0 である。
⑵式ではε［DBici］≠ 0, ε［DBicl］≠ 0 となって
OLS が一致推計量とならない可能性があるた
め，時間に関する一階差分Δxt = xt − xt − 1 を
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とって ci, cl を除去する（注12）。議論に支障がない
ことから，以下では添え字 l を省略する。
 ⑶
D9302 は 1993 年～ 2002 年の期間に 1，それ以
外の時期は 0 の値をとる二項変数，D0207 は
2002 年～ 2007 年の期間に 1，それ以外の時期
は 0 の 値 を と る 二 項 変 数 で あ る。 ⑵ 式 の
b2D0207, b3D9302 はそれぞれ，d2D03 − d1D93, d3D07 
− d2D03 に対応する項であり，B 地区ダミーと
の 交 差 項 b1BDBiD9302, b2BDBiD0207 も 同 様 に
d2BDBiD02 − d1BDBiD93, d3BDBiD07 − d2BDBiD02 に
対応している。b1, b1B は 1993 年～ 2002 年期間
の平均的変化と B 地区の平均的変化からの乖
離，b2, b2B は 2002 年～ 2007 年期間の平均的変
化と B 地区の平均的変化からの乖離，と農業
粗収益との結びつきを示している。つまり，⑶




































A 地区と B 地区の生産が共通のトレンドを
有しているという識別仮定の下では d1B, d2B は
それぞれ 0 である。1993 ～ 2002 年期間で考え
ると⑶式では b1B = 0 と同じである（注14）。最低
賃金引き上げによって B 地区のトレンドが A
地区のトレンドと乖離したか検定するとき，帰
無仮説は最低賃金引き上げは雇用への効果なし，
つまり，d3B = 0，なので，⑶式では b2B = 0 の
検定である。付論 B に見るように，理論値で

























































商業農業調査（Census of Commercial Agri-
culture, 1993, 2002, 2007 年版）で，2002 年版以
前は最低賃金導入前，2007 年版は最低賃金統
合時の引き上げの大半が終了した 2007 年 3 月
直前の 2007 年 2 月までの情報が収録されてい
る。よって，2007 年版とそれ以前の生産動向
を比較すれば，最低賃金引き上げの影響を観察


































































サ ー ビ ス 部 門 を 扱 っ た 研 究 と 同 じ で あ る








～ 2002 年，下の図が 2002 ～ 2007 年，左の列
が A 地区，右の列が B 地区である。点は各地
域の作物グループを示す。2007 年の値は 2006
年 3 月～ 2007 年 2 月の生産分であり，最低賃





















図 3　作付面積の変化，A 地区 vs. B 地区
（出所）商業農業調査 1993，2002，2007 版。
注： 列は（A 地区，B 地区）×（1993 − 2002 年比較，2002 − 2007 年比較） という組み合わせを列方向に地区，行
方向に期間を分けて散布図を描いた。各図中の実線はノンパラメトリック回帰線（loess, span ＝ 0.75），グレー
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B 地区が 338 である。欠損値によってパネルを
構成する自治体数は 137，うち B 地区が 112 に
減るが，作物グループが複数あるために最終的
な標本サイズは 538，1993 ～ 2002 年分が 62，
2002 ～ 2007 年分が 476，うち，後者のなかの
B 地区の標本が 393（82.56 パーセント）であ
る（注15）。1993 ～ 2002 年，2002 ～ 2007 年 は
1993 ～ 2002 年，2002 ～ 2007 年の期間ダミー，
B 地区は統合前の最低賃金が相対的に低い農村
地域のダミー変数，B地区*2007はB地区ダミー
と 2002 ～ 2007 年期間ダミーの交差項である。
粗収入単位は 100 万ランド，耕作面積単位は
1000km2，生産量単位は 1000 トン，単位あた
り価値（1000 ランド / トン）はキロあたり粗収
入額，GDP 成長率はパーセント単位で，実質
収入（100 万ランド , 1993 年価格）と単位あたり
価値（1000 ランド / トン , 1993 年価格）は消費者
物価指数により実質化した。
図 4　実質農業粗収益の変化，A 地区 vs. B 地区
（出所）商業農業調査 1993，2002，2007 版。
注： 列は（A 地区，B 地区）×（1993 − 2002 年比較，2002 − 2007 年比較） という組み合わせを列方向に地区，行
方向に期間を分けて散布図を描いた。各図中の実線はノンパラメトリック回帰線（loess, span ＝ 0.75），グレー















































いた特定化である。2002 ～ 2007 年が b2 に当た
るが，同期間の負の収入変化を示している。B
地区× 2002 ～ 2007 年が b2B であるが，点推計
値は負だが p 値（推計値がゼロである確率）が
67 パーセントと高い。b1B は正の点推計値だが




b2B は負で p 値は大きい。⑶は⑴に作物多様性
を許容するために作物ごとの効果を推計してい
る。B 地区においては，2002 ～ 2007 年期に飼






変数 最小 25% 分位 中央値 75% 分位 最大 平均 標準偏差 0 欠損 n
1993 ～ 2002 年 0 0 0 0 1 0.1 0.3 476 0 538
2002 ～ 2007 年 0 1 1 1 1 0.9 0.3 62 0 538
B 地区 0 1 1 1 1 0.8 0.4 100 0 538
B 地区 2007 0 0 1 1 1 0.7 0.4 145 0 538
GDP 成長率（％） 1.7 1.7 1.7 1.7 2.3 1.8 0.2 0 0 538
気温変化平均値 −8 −1.6 −0.4 0.1 7.5 −0.7 1.6 0 0 538
気温変化標準偏差 −7.5 −0.2 0.3 0.8 27.2 0.4 3.0 0 0 538
耕作面積（km2） 0 1.3 6.2 31 1466.1 43.4 121.8 0 0 538
生産量（1000 トン） 0 0.8 4.1 17 2205.2 33 134.4 0 0 538
単位あたり価値
（R1000/ トン） 0 1.1 1.4 1.9 12.9 1.6 1.3 0 0 538
単位あたり価値
（R1000/トン，1993年価格） 0 0.5 0.6 0.8 6.8 0.7 0.6 0 0 538
収入（R100 万，各年価格） 0 1 6.2 24.3 1030 31.2 80.5 0 0 538
実質収入
（R100 万，1993 年価格） 0 0.4 2.6 10.6 435.3 13.6 35.6 0 0 538
（出所）商業農業調査 1993，2002，2007 版より作成。
注 1： 1993 ～ 2002 年，2002 ～ 2007 年は 1993 ～ 2002 年，2002 ～ 2007 年の期間ダミー，地区 B は統一前の最低賃
金が相対的に低い農村地域。137 の自治体のうち 112（81.75%，うち 2002 ～ 2007 年期が 20.54%）が地区 B に
属する。B 地区 *2007 は B 地区ダミーと 2002 ～ 2007 年期間ダミーの交差項。耕作面積は平方 km 単位，生産
量は 1000 トン単位，収入は農業粗収益（100 万ランド単位），実質収入は農家実質粗収入（100 万ランド単位，
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表 3　農業粗収益の変化，A 地区 vs. B 地区，一階差分推計値
説明変数 （1） （2） （3） （4） （5） （6）
1993-2002 年（b1） -0.373 -0.384 1.473** 1.505** 1.513**
（60.7） （59.5） （1.6） （2.2） （2.0）
2002-2007 年（b2） -0.294** -0.308** -0.400** -0.419** -0.391** -0.02
（2.9） （2.7） （1.3） （1.1） （1.4） （97.0）
B 地区× 1993-2002 年（b1B） 1.041 0.935 0.997 0.974 0.965
（19.7） （25.3） （22.4） （24.5） （26.3）
B 地区× 2002-2007 年（b2B） -0.066 -0.088 0.060 0.044 0.064 -0.788
（67.2） （57.3） （72.7） （79.5） （71.2） （20.9）
多年生× 1993-2002 年× B 地区 0.167 0.074 1.468
（87.1） （94.0） （31.9）
柑橘類× 1993-2002 年× B 地区 -1.238* -1.270* -1.661**
（7.5） （9.3） （4.6）
落葉生× 1993-2002 年× B 地区 -2.376*** -2.403*** -2.410***
（0.0） （0.0） （0.0）
亜熱帯× 1993-2002 年× B 地区 -2.604*** -2.653*** -2.628***
（0.0） （0.0） （0.3）
野菜× 2002-2007 年× B 地区 0.157 0.161 0.146
（39.9） （38.7） （47.7）
飼料× 2002-2007 年× B 地区 -0.389 -0.398* -0.561*
（10.0） （9.4） （9.0）
多年生× 2002-2007 年× B 地区 -0.252 -0.256 -0.120
（43.5） （44.1） （69.7）
柑橘類× 2002-2007 年× B 地区 0.498 0.498 0.418
（26.1） （25.8） （28.3）
落葉生× 2002-2007 年× B 地区 0.135 0.144 0.081
（66.4） （64.3） （79.8）
亜熱帯× 2002-2007 年× B 地区 -0.019 -0.028 -0.066
（96.2） （94.6） （87.7）
豆類× 2002-2007 年× B 地区 -0.508* -0.487* -0.581**
（6.2） （6.7） （2.7）
油種× 2002-2007 年× B 地区 -0.003 0.006 -0.006
（98.3） （96.3） （96.1）
気温変化平均値 -0.044 -0.044 0.015 -0.044
（31.2） （28.1） （79.1） （31.2）
気温変化標準偏差 0.015 -0.006 0.000 0.015
（61.7） （80.9） （99.0） （61.7）
GDP 成長率（%） -16.555
（59.5）
GDP 成長率（%）× B 地区 40.308
（25.3）
生産物グループ×気温変数 yes-R2 0.057 0.057 0.093 0.091 0.091 0.057
うち 1993-2002 年 62 62 62 62 62 62
うち 2002-2007 年 476 476 476 476 476 476
標本サイズ 538 538 538 538 538 538
（出所）商業農業調査 1993，2002，2007 版より推計。
注 1： 被説明変数は地域の作物グループ農業粗収益実質値。Area B は最低賃金が相対的に低く，2007 年での引き上げ幅が大きかっ
た地域。112 の自治体（全自治体の 81.75%）が Area B に属する。農業粗収益単位は 100 万ランドで自然対数に変換した。
実質化には消費者物価指数を用いた。作物グループの内訳と標本サイズは以下のとおり。作物グループ・ダミー変数でのデ
フォルト・グループは冬期穀物（winter cereals, 84），夏季穀物（summer cereals, 100），その他の作物グループは野菜
（vegetables, 86, 2002-2007 のみ），ナッツ，茶（nuts, tea, 3），多年生（perennials, 21），柑橘類（citrus, 48），落葉性（deciduous, 
54），飼料（fodder crops, 46, 2002-200 のみ），豆類（legumes,18, 2002-2007 のみ），油種（oil seeds, 58, 2002-2007 のみ），亜
熱帯（subtropical, 20）。気温変化平均値と気温変化標準偏差は各地区の中央地点（centroid）にもっとも近い気象台で日ご
とに記録された気温の年間平均と年間標準偏差。夏季穀物はトウモロコシやソルガムなど，冬季穀物は小麦や大麦など。
注 2：標本単位は地方自治体 Local Municipality もしくは中心地 Main Place。
注 3： 一階差分推計量 first-difference estimator に地方自治体レヴェルでクラスターした頑健標準誤差を用いた。括弧内は p 値
の 100 分位表示。
注 4：*，**，*** は p 値が 10%，5%，1% 未満であることを示す。


















が負ながら p 値が大きい。つまり，2002 ～
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表 4　生産量変化，A 地区 vs. B 地区，一階差分推計値
説明変数 （1） （2） （3） （4） （5） （6）
1993-2002 年（b1） -0.550 -0.558 1.343 1.398 1.526
（44.3） （43.7） （13.2） （14.3） （14.6）
2002-2007 年（b2） -0.134 -0.134 -0.046 -0.051 -0.057 0.284
（36.3） （37.6） （77.8） （75.9） （72.7） （60.5）
B 地区× 1993-2002 年（b1B） 0.993 0.927 0.714 0.732 0.699
（21.1） （25.0） （39.3） （38.8） （42.1）
B 地区× 2002-2007 年（b2B） 0.055 0.047 0.170 0.169 0.182 -0.647
（73.7） （77.3） （32.3） （32.2） （28.9） （29.5）
多年生× 1993-2002 年× B 地区 -0.883 -0.913 -0.597
（29.6） （28.7） （58.9）
柑橘類× 1993-2002 年× B 地区 -0.673 -0.724 -1.216
（45.5） （45.4） （26.0）
落葉生× 1993-2002 年× B 地区 -2.804*** -2.865*** -3.006***
（0.0） （0.1） （0.3）
亜熱帯× 1993-2002 年× B 地区 -1.682* -1.732* -1.730*
（9.3） （8.9） （19.2）
野菜× 2002-2007 年× B 地区 -0.381** -0.381** -0.354**
（1.8） （1.9） （4.7）
飼料× 2002-2007 年× B 地区 -0.818*** -0.821*** -0.974***
（0.0） （0.0） （0.1）
多年生× 2002-2007 年× B 地区 0.009 0.009 0.029
（97.0） （96.9） （91.1）
柑橘類× 2002-2007 年× B 地区 0.154 0.153 0.101
（68.3） （68.5） （76.5）
落葉生× 2002-2007 年× B 地区 -0.057 -0.057 0.028
（86.1） （86.2） （93.6）
亜熱帯× 2002-2007 年× B 地区 -0.430 -0.433 -0.415
（21.5） （21.3） （22.8）
豆類× 2002-2007 年× B 地区 -0.547** -0.542** -0.561**
（2.9） （2.9） （1.8）
油種× 2002-2007 年× B 地区 -0.120 -0.117 -0.118
（28.7） （29.6） （33.2）
気温変化平均値 -0.008 -0.009 -0.004 -0.008
（85.6） （84.1） （93.9） （85.6）
気温変化標準偏差 0.015 -0.008 -0.019 0.015
（60.4） （74.5） （55.1） （60.4）
GDP 成長率（%） -24.069
（43.7）
GDP 成長率（%）× B 地区 39.971
（25.0）
生産物グループ×気温変数 yes-R2 0.009 0.007 0.077 0.074 0.076 0.007
うち 1993-2002 年 62 62 62 62 62 62
うち 2002-2007 年 476 476 476 476 476 476
標本サイズ 538 538 538 538 538 538
（出所）商業農業調査 1993，2002，2007 版より推計。
注 1：被説明変数は地域の作物グループ生産量の対数。その他は表 3 注 1 と同じ。
注 2：標本単位は地方自治体 Local Municipality もしくは中心地 Main Place。
注 3： 一階差分推計量 first-difference estimator に地方自治体レヴェルでクラスターした頑健標準誤差を用いた。括
弧内は p 値の 100 分位表示。
注 4：*，**，*** は p 値が 10%，5%，1% 未満であることを示す。
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表 5　単位あたり価値変化，A 地区 vs. B 地区，一階差分推計値
説明変数 （1） （2） （3） （4） （5） （6）
1993-2002 年（b1） 0.177 0.174 0.131 0.107 -0.013
（45.1） （46.0） （77.9） （81.5） （98.2）
2002-2007 年（b2） -0.160*** -0.174*** -0.354*** -0.368*** -0.333*** -0.304*
（0.8） （0.6） （0.0） （0.0） （0.0） （9.3）
B 地区× 1993-2002 年（b1B） 0.048 0.008 0.284 0.242 0.266
（88.0） （98.0） （35.7） （41.9） （37.2）
B 地区× 2002-2007 年（b2B） -0.121 * -0.135** -0.110 -0.124 -0.118 -0.141
（7.3） （4.7） （15.4） （11.0） （13.6） （57.5）
多年生× 1993-2002 年× B 地区 1.050 0.988 2.065*
（15.5） （17.1） （5.2）
柑橘類× 1993-2002 年× B 地区 -0.565 -0.545 -0.445
（22.0） （23.1） （44.7）
落葉生× 1993-2002 年× B 地区 0.427 0.462 0.596
（39.1） （34.8） （31.1）
亜熱帯× 1993-2002 年× B 地区 -0.923* -0.921* -0.898
（8.4） （8.1） （20.2）
野菜× 2002-2007 年× B 地区 0.539*** 0.542*** 0.500***
（0.0） （0.0） （0.0）
飼料× 2002-2007 年× B 地区 0.429*** 0.422*** 0.413**
（0.2） （0.2） （3.3）
多年生× 2002-2007 年× B 地区 -0.261 -0.265 -0.149
（23.2） （23.9） （33.9）
柑橘類× 2002-2007 年× B 地区 0.344* 0.345* 0.316*
（5.3） （5.2） （5.7）
落葉生× 2002-2007 年× B 地区 0.192 0.200 0.053
（12.1） （10.2） （71.6）
亜熱帯× 2002-2007 年× B 地区 0.411** 0.405** 0.350 
（1.4） （1.9） （11.5）
豆類× 2002-2007 年× B 地区 0.039 0.054 -0.020 
（64.3） （49.5） （79.3）
油種× 2002-2007 年× B 地区 0.117*** 0.123*** 0.112***
（0.2） （0.2） （0.6）
気温変化平均値 -0.036 -0.034 0.020 -0.036
（34.2） （31.7） （22.2） （34.2）
気温変化標準偏差 -0.000 0.002 0.018 -0.000 
（99.0） （83.4） （19.1） （99.0）
GDP 成長率（%） 7.515
（46.0）
GDP 成長率（%）× B 地区 0.338
（98.0）
生産物グループ×気温変数 yes-R2 0.106 0.108 0.244 0.246 0.267 0.108
うち 1993-2002 年 62 62 62 62 62 62
うち 2002-2007 年 476 476 476 476 476 476
標本サイズ 538 538 538 538 538 538
（出所）商業農業調査 1993，2002，2007 版より推計。
注 1：被説明変数は地域の作物グループの単位あたり実質価値（実質農業粗収益 / 生産量）。その他は表 3 注 1 と同じ。
注 2：標本単位は地方自治体 Local Municipality もしくは中心地 Main Place。
注 3： 一階差分推計量 first-difference estimator に地方自治体レヴェルでクラスターした頑健標準誤差を用いた。括
弧内は p 値の 100 分位表示。
注 4：*，**，*** は p 値が 10%，5%，1% 未満であることを示す。















































不変 不変 不変 穀類 調整なし（未熟練労働雇用僅少）
不変 不変 不変 多年生作物，亜熱帯果樹類，落葉果樹類，茶類，ナッツ類
利潤圧縮，雇用量減少の
可能性あり
不変 不変 増加 油種作物，柑橘類 雇用量減少，高付加価値化
減少 減少 増加 飼料作物，野菜 雇用量減少，高付加価値化
減少 減少 不変 豆類 雇用量減少，利潤圧縮の可能性あり
注： 地域の作物グループの実質農業粗収益，生産量，単位あたり実質価値（実質農業粗収益 / 生産量）への最低賃金
引き上げの効果。油種作物は点推計値がそれぞれ実質農業粗収益で正，生産量で負，それぞれは p 値が大きいな
がらも両者の比をとると p 値が小さくなる。










































































































= 0 であり，よって，cwL = 0 も成り立つ。買
い手独占の場合には，より多くの労働を採用す
る費用は逓増すると考えられるので，cL > 0 で
ある。一方，交差微分は，採用や訓練活動に賃
金に応じた規模の経済性がある場合には cwL < 
0，賃金に応じた規模の不経済性がある場合に
は cwL > 0，賃金水準と独立していれば（規模
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果は，労働限界費用 MCL をさらに w で微分し，
w = w を課せばよい。すると
仮に費用最小化賃金 w が最低賃金と一致し
ている場合，最小化の一階条件より 1 + cw（w, 
L）はゼロなので，符号は cwL（w, L）によって決
まる。労働需要量 L が増えたときに賃金 w が
増える（= 賃金 w が増えたときに労働需要量 L が
増える）場合とは，MCL が減る場合なので，
cwL < 0 のケースに等しい。L が増えたときに
w が 減 る の は cwL > 0 の ケ ー ス で あ る。





に，もしも c（w, L）が w, L に乗法分離できる場

























































率 r と賃金水準 w の非線形な関数として表さ
れる。よって，農業粗収益を線形方程式として
推計する⑶式は，供給関数の r, w に関する線
形近似と解釈できる。 と書き，





b̀2A, b̀2B, b̀3 は負になる。 とすれ
ば であることを利用すると









に関する推計値を求めるために（1 − DBi）Δ 
lnwAt をΔlnwt と書き換え，期間 j の全地区と
B 地区の賃金差分をΔlnwBt − Δlnwt = gBj Δ
lnwt と書くと，上式は以下のように書き改める
ことができる。
なお，上式では，b̆1 = b̆2 であるが，実際には
同じ値にならないことも許要するために異なる
係数を付与し，そのために異なる期間ダミー変
数 D9302, D0207 を掛け合わせている。同様に，




いが，期間平均成長率 gr を用いれば rt = （1 + 
gr）krt − k なので，期間 j = 1, 2 の実質資本レン
タル料率変化はΔlnrt = lnrt − lnrt − kj = ln（1 
+ grj）＊ kj となる。実質資本レンタル料率の
影響は各地域の全生産者に均一と仮定すると，







を k1, k2 と表せば，前掲⑶式が得られる。
こ こ で b1 = b̌1Δlnw1 + b̌31k1, b1B = b̌1B gB1Δ
lnw1, b2 = b̌2Δlnw2 + b̌32k2, b2B = b̌2B gB2Δlnw2
である。実証データよりΔlnw1, Δlnw2, k1, k2
はすべて正，gB2 は正，gB1 はほぼゼロ，理論値
では b̌1, b̌1B, b̌2, b̌2B, b̌31, b̌32 はすべて負なので，b2B 
< 0 が期待される。
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表C1　耕作面積変化，A 地区 vs. B 地区，地区固定効果推計値
説明変数 （1） （2） （3） （4） （5） （6）
1993-2002 年（b1） -0.862 -0.869 -0.097 -0.145 -0.220
（13.2） （13.0） （84.3） （74.5） （61.4）
2002-2007 年（b2） -0.244* -0.235* -0.162 -0.157 -0.16 0.415
（6.7） （8.3） （26.5） （29.4） （28.6） （38.5）
B 地区× 1993-2002 年（b1B） 0.700 0.652 0.698 0.684 0.682
（25.5） （29.2） （25.9） （27.5） （28.7）
B 地区× 2002-2007 年（b2B） 0.035 0.036 0.142 0.145 0.158 -0.451
（80.9） （80.2） （35.1） （33.7） （29.9） （37.7）
多年生× 1993-2002 年× B 地区 0.363 0.393 1.730*
（64.7） （61.0） （9.4）
柑橘類× 1993-2002 年× B 地区 -0.072 -0.027 -0.272
（89.4） （95.9） （68.4）
落葉生× 1993-2002 年× B 地区 -1.087*** -1.035*** -0.949***
（0.2） （0.0） （0.3）
亜熱帯× 1993-2002 年× B 地区 -1.645*** -1.601*** -1.534**
（0.1） （0.0） （1.4）
野菜× 2002-2007 年× B 地区 -0.327** -0.328** -0.266
（3.9） （3.8） （13.6）
飼料× 2002-2007 年× B 地区 -0.828*** -0.826*** -0.906***
（0.0） （0.0） （0.0）
多年生× 2002-2007 年× B 地区 -0.193 -0.194 0.017
（51.8） （51.4） （94.8）
柑橘類× 2002-2007 年× B 地区 0.119 0.120 0.045
（69.2） （69.2） （85.8）
落葉生× 2002-2007 年× B 地区 0.039 0.038 0.011
（87.5） （87.8） （96.7）
亜熱帯× 2002-2007 年× B 地区 -0.878* -0.875* -0.893*
（5.3） （5.5） （6.7）
豆類× 2002-2007 年× B 地区 -0.338 -0.343 -0.361*
（12.6） （12.2） （7.8）
油種× 2002-2007 年× B 地区 -0.071 -0.073 -0.076
（49.5） （48.0） （50.8）
気温変化平均値 0.015 0.010 0.022 0.015
（66.0） （77.8） （66.9） （66.0）
気温変化標準偏差 0.018 0.007 0.016 0.018
（46.4） （74.9） （43.5） （46.4）
GDP 成長率（%） -37.484
（13.0）
GDP 成長率（%）× B 地区 28.097
（29.2）
生産物グループ×気温変数 yes-R2 0.038 0.036 0.099 0.096 0.104 0.036
うち 1993-2002 年 62 62 62 62 62 62
うち 2002-2007 年 476 476 476 476 476 476
標本サイズ 538 538 538 538 538 538
（出所）商業農業調査 1993，2002，2007 版より推計。
注 1：被説明変数は地域の作物グループ耕作面積の対数。その他は表 3 注 1 と同じ。
注 2：標本単位は地方自治体 Local Municipality もしくは中心地 Main Place。
注 3： 一階差分推計量 first-difference estimator に地方自治体レヴェルでクラスターした頑健標準誤差を用いた。括
弧内は p 値の 100 分位表示。
注 4：*，**，*** は p 値が 10%，5%，1% 未満であることを示す。
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表C2　農業粗収益の変化，A 地区 vs. B 地区，固定効果推計値
説明変数 （1） （2） （3） （4） （5） （6）
1993-2002 年（b1） -0.373 -0.384 1.473** 1.505** 1.513**
（60.7） （59.5） （1.6） （2.2） （2.0）
2002-2007 年（b2） -0.294** -0.308** -0.400** -0.419** -0.391** -0.020
（2.9） （2.7） （1.3） （1.1） （1.4） （97.0）
B 地区× 1993-2002 年（b1B） 1.041 0.935 0.997 0.974 0.965
（19.7） （25.3） （22.4） （24.5） （26.3）
B 地区× 2002-2007 年（b2B） -0.066 -0.088 0.060 0.044 0.064 -0.788
（67.2） （57.3） （72.7） （79.5） （71.2） （20.9）
多年生× 1993-2002 年× B 地区 0.167 0.074 1.468
（87.1） （94.0） （31.9）
柑橘類× 1993-2002 年× B 地区 -1.238* -1.270* -1.661**
（7.5） （9.3） （4.6）
落葉生× 1993-2002 年× B 地区 -2.376*** -2.403*** -2.410***
（0.0） （0.0） （0.0）
亜熱帯× 1993-2002 年× B 地区 -2.604*** -2.653*** -2.628***
（0.0） （0.0） （0.3）
野菜× 2002-2007 年× B 地区 0.157 0.161 0.146
（39.9） （38.7） （47.7）
飼料× 2002-2007 年× B 地区 -0.389 -0.398* -0.561*
（10.0） （9.4） （9.0）
多年生× 2002-2007 年× B 地区 -0.252 -0.256 -0.120
（43.5） （44.1） （69.7）
柑橘類× 2002-2007 年× B 地区 0.498 0.498 0.418
（26.1） （25.8） （28.3）
落葉生× 2002-2007 年× B 地区 0.135 0.144 0.081
（66.4） （64.3） （79.8）
亜熱帯× 2002-2007 年× B 地区 -0.019 -0.028 -0.066
（96.2） （94.6） （87.7）
豆類× 2002-2007 年× B 地区 -0.508* -0.487* -0.581**
（6.2） （6.7） （2.7）
油種× 2002-2007 年× B 地区 -0.003 0.006 -0.006
（98.3） （96.3） （96.1）
気温変化平均値 -0.044 -0.044 0.015 -0.044
（31.2） （28.1） （79.1） （31.2）
気温変化標準偏差 0.015 -0.006 -0.000 0.015



































GDP 成長率（%）× B 地区 40.308
（25.3）
生産物グループ×気温変数 yes-R2 0.057 0.057 0.093 0.091 0.091 0.057
うち 1993-2002 年 62 62 62 62 62 62
うち 2002-2007 年 476 476 476 476 476 476
標本サイズ 538 538 538 538 538 538
（出所）商業農業調査 1993，2002，2007 版より推計。
注：表 3 の注を参照のこと。
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表C3　生産量変化，A 地区 vs. B 地区，地区固定効果推計値
説明変数 （1） （2） （3） （4） （5） （6）
1993-2002 年（b1） -0.550 -0.558 1.343 1.398 1.526
（44.3） （43.7） （13.2） （14.3） （14.6）
2002-2007 年（b2） -0.134 -0.134 -0.046 -0.051 -0.057 0.284
（36.3） （37.6） （77.8） （75.9） （72.7） （60.5）
B 地区× 1993-2002 年（b1B） 0.993 0.927 0.714 0.732 0.699
（21.1） （25.0） （39.3） （38.8） （42.1）
B 地区× 2002-2007 年（b2B） 0.055 0.047 0.170 0.169 0.182 -0.647
（73.7） （77.3） （32.3） （32.2） （28.9） （29.5）
多年生× 1993-2002 年× B 地区 -0.883 -0.913 -0.597
（29.6） （28.7） （58.9）
柑橘類× 1993-2002 年× B 地区 -0.673 -0.724 -1.216
（45.5） （45.4） （26.0）
落葉生× 1993-2002 年× B 地区 -2.804*** -2.865*** -3.006***
（0.0） （0.1） （0.3）
亜熱帯× 1993-2002 年× B 地区 -1.682* -1.732* -1.730
（9.3） （8.9） （19.2）
野菜× 2002-2007 年× B 地区 -0.381** -0.381** -0.354**
（1.8） （1.9） （4.7）
飼料× 2002-2007 年× B 地区 -0.818*** -0.821*** -0.974***
（0.0） （0.0） （0.1）
多年生× 2002-2007 年× B 地区 0.009 0.009 0.029
（97.0） （96.9） （91.1）
柑橘類× 2002-2007 年× B 地区 0.154 0.153 0.101
（68.3） （68.5） （76.5）
落葉生× 2002-2007 年× B 地区 -0.057 -0.057 0.028
（86.1） （86.2） （93.6）
亜熱帯× 2002-2007 年× B 地区 -0.430 -0.433 -0.415
（21.5） （21.3） （22.8）
豆類× 2002-2007 年× B 地区 -0.547** -0.542** -0.561**
（2.9） （2.9） （1.8）
油種× 2002-2007 年× B 地区 -0.120 -0.117 -0.118
（28.7） （29.6） （33.2）
気温変化平均値 -0.008 -0.009 -0.004 -0.008
（85.6） （84.1） （93.9） （85.6）
気温変化標準偏差 0.015 -0.008 -0.019 0.015



































GDP 成長率（%）× B 地区 39.971
（25.0）
生産物グループ×気温変数 yes-R2 0.009 0.007 0.077 0.074 0.076 0.007
うち 1993-2002 年 62 62 62 62 62 62
うち 2002-2007 年 476 476 476 476 476 476
標本サイズ 538 538 538 538 538 538
（出所）商業農業調査 1993，2002，2007 版より推計。
注：表 3 の注を参照のこと。
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表C4　単位あたり価値変化，A 地区 vs. B 地区，固定効果推計値
説明変数 （1） （2） （3） （4） （5） （6）
1993-2002 年（b1） 0.177 0.174 0.131 0.107 -0.013
（45.1） （46.0） （77.9） （81.5） （98.2）
2002-2007 年（b2） -0.160*** -0.174*** -0.354*** -0.368*** -0.333*** -0.304*
（0.8） （0.6） （0.0） （0.0） （0.0） （9.3）
B 地区× 1993-2002 年（b1B） 0.048 0.008 0.284 0.242 0.266
（88.0） （98.0） （35.7） （41.9） （37.2）
B 地区× 2002-2007 年（b2B） -0.121* -0.135** -0.110 -0.124 -0.118 -0.141
（7.3） （4.7） （15.4） （11.0） （13.6） （57.5）
多年生× 1993-2002 年× B 地区 1.050 0.988 2.065*
（15.5） （17.1） （5.2）
柑橘類× 1993-2002 年× B 地区 -0.565 -0.545 -0.445
（22.0） （23.1） （44.7）
落葉生× 1993-2002 年× B 地区 0.427 0.462 0.596
（39.1） （34.8） （31.1）
亜熱帯× 1993-2002 年× B 地区 -0.923* -0.921* -0.898
（8.4） （8.1） （20.2）
野菜× 2002-2007 年× B 地区 0.539*** 0.542*** 0.500***
（0.0） （0.0） （0.0）
飼料× 2002-2007 年× B 地区 0.429*** 0.422*** 0.413**
（0.2） （0.2） （3.3）
多年生× 2002-2007 年× B 地区 -0.261 -0.265 -0.149
（23.2） （23.9） （33.9）
柑橘類× 2002-2007 年× B 地区 0.344* 0.345* 0.316*
（5.3） （5.2） （5.7）
落葉生× 2002-2007 年× B 地区 0.192 0.200 0.053
（12.1） （10.2） （71.6）
亜熱帯× 2002-2007 年× B 地区 0.411** 0.405** 0.350
（1.4） （1.9） （11.5）
豆類× 2002-2007 年× B 地区 0.039 0.054 -0.020 
（64.3） （49.5） （79.3）
油種× 2002-2007 年× B 地区 0.117*** 0.123*** 0.112***
（0.2） （0.2） （0.6）
気温変化平均値 -0.036 -0.034 0.020 -0.036
（34.2） （31.7） （22.2） （34.2）
気温変化標準偏差 -0.000 0.002 0.018 -0.000



































GDP 成長率（%）× B 地区 0.338
（98.0）
生産物グループ×気温変数 yes-R2 0.106 0.108 0.244 0.246 0.267 0.108
うち 1993-2002 年 62 62 62 62 62 62
うち 2002-2007 年 476 476 476 476 476 476
標本サイズ 538 538 538 538 538 538
（出所）商業農業調査 1993，2002，2007 版より推計。
注：表 3 の注を参照のこと。
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（注 1）　Doucouliagos and Stanley［2009］は
データ・マイニングを経た論文は標準誤差を小
さくすることは難しいために effect size が大き
な推計結果を選び取る傾向があると仮定し，小
標本の推計に effect size の大きな研究が多いこ














は 1993 年の 13.45 パーセントから 2002 年には







ここで w は賃金，r は資本のレンタル料率で
ある。CES 生産関数の一般型として M 個の生産










例えば，資本 K，（未熟練）労働 L に加えて熟
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Abstract
Minimum Wages and Agricultural Production in 
South Africa
Seiro Ito
　　In this paper, we take the unification of agricultural minimum wages in 2003 as a natural experi-
ment involving exogenous change in the minimum wage level and examine the Census of Commer-
cial Agriculture to empirically investigate producer responses at the district-product group level. Re-
sults from a first-difference estimator suggest that an increase in the minimum wage reduced both 
profits and low-wage employment in some product groups, and these changes were masked at a more 
aggregate level. We also observed an increase in the unit output value in some product groups. These 
findings are consistent with the existing literature showing that negative employment impacts are ob-
served when minimum-wage jobs are dominant and that increasing the minimum wage leads to mech-
anization of tasks and upgraded skill contents of labor. As a policy response, job training and intern-
ships prior to increasing the minimum wage should help reduce the costs of job search as well as 
those of hiring. Future agricultural minimum wage research should consider heterogenous production 
technologies and associated impacts.
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